
42 

 

【記載例１－２】新築等をした家屋に係る住宅借入金等について控除を受ける場合で共有持分があり

住宅借入金等が連帯債務であるとき 

 

 

居住開始年月日  平成 23年 11月 20日 

家屋に関する事項              土地等に関する事項 

 持分 本人 10分の６、配偶者 10分の４    持分 本人 10分の６、配偶者 10分の４ 

家屋の取得対価の額    25,000,000円   土地等の取得対価の額    20,000,000円 

家屋の総床面積 100.00㎡            土地等の総面積  120.00㎡ 

うち居住用   100.00㎡                うち居住用 120.00㎡ 

  交付を受ける補助金等の額 300,000円(家屋の新築に関し交付される) 

住宅借入金等に関する事項 

  住宅借入金等の内訳      住宅及び土地等 

  年末残高(当初借入金額)    

・本人と配偶者の連帯債務(負担割合のとりきめなし)  29,700,000円(30,000,000円) 

・単独の借入金等    4,900,000円(5,000,000円) 

 
 

 

設 例 
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住宅エコポイント 23 11 25 300,000 

25,000,000 20,000,000 

300,000     0 

24,700,000 20,000,000 
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〔控除額計算明細書一面〕 

 

(注) 平成 23年中に居住の用に供した場合の⑨欄は、4,000万円が最高限度額となる。 

 

 
(注) 申告書第二表の「特例適用条文等」欄に「居住開始年月日」(例：平成 23 年 11月 20日居住開始)を

記載する。 

 

２３ １１ ２０ 

２４７０００００ ２０００００００ 

１００ ００ 

１００ ００ 

１２０ ００ 

１２０ ００ 

１４８２００００ １２００００００ ２６８２００００ 

３４６０００００ 

４６６７ 

１８７６０９９０

９ 

１８７６０９９０ 

１８７６０９９０ 

１ 

１８７６ 

１８７６０９９０ 

１００ ０ １００ ０ １００ ０ 

６  １０ ６  １０ 
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〔控除額計算明細書二面〕 

 

１８，７６０，９９０ 

１８７，６ 


